
北海道における災害時の情報通信の確保

令和３年３月１９日

総務省北海道総合通信局



 災害時の情報伝達手段

 道内情報通信基盤の強靱化

 情報伝達における課題

 北海道総合通信局の自治体支援





調査地区名 ランク 調査地区名 ランク
1 緊急速報メール（エリアメール） 68% 1 NHKテレビ 63%
2 NHKテレビ 51% 2 防災行政無線（屋外のスピーカー） 43%
3 民放テレビ 25% 3 民放テレビ 37%
4 まるもり安心・安全メール 16% 4 緊急速報メール（エリアメール） 35%

Yahoo！防災速報 13% 防災ラジオ（ラジオ石巻） 12%
家族・親戚・近所の人からの連絡 13% Yahoo！防災速報 12%

7 ラジオ（NHK） 8% 7 ラジオ（NHK） 8%
9 ラジオ（民放） 6% 11 ラジオ（民放） 4%

宮城県石巻市
5

避難勧告を知った手段（複数回答）

宮城県丸森町

避難勧告を知った手段（複数回答）

5

調査地区名 ランク 調査地区名 ランク
1 NHKテレビ 65% 1 緊急速報メール（エリアメール） 51%
2 民放テレビ 60% 2 NHKテレビ 46%
3 緊急速報メール（エリアメール） 29% 3 防災行政無線（個別受信機） 34%
4 Yahoo！防災速報 24% 4 防災行政無線（屋外のスピーカー） 29%
5 気象庁のウェブサイト 20% 5 民放テレビ 20%
11 ラジオ（NHK・民放） 4% 7 ラジオ（NHK） 9%

12 ラジオ（民放） 3%

長野市
愛媛県

情報を取得したメディア（複数回答） 避難勧告を知った手段（複数回答）

平成30年
西日本豪雨

令和元年
台風19号

令和元年
台風19号

調査地区名 ランク 調査地区名 ランク
1 防災ラジオ（FMモット・コム） 52% 1 緊急速報メール（エリアメール） 79%
2 NHKテレビ 44% 2 NHKテレビ 57%
3 緊急速報メール（エリアメール） 38% 3 民放テレビ 32%
4 民放テレビ 20% 4 いわき市の防災メール 17%
5 防災行政無線（屋外のスピーカー） 15% 5 家族・親戚・近所の人からの連絡 13%
11 ラジオ（NHK・民放） 1% 9 ラジオ（NHK） 5%

9 防災ラジオ（FMいわき） 5%
11 ラジオ（民放） 1%

福島県本宮市
福島県いわき市

避難勧告を知った手段（複数回答） 避難勧告を知った手段（複数回答）

参考文献：NHK放送文化研究所「放送研究と調査」
2019.10／2020.8 ／2020.９ ／2020.10 

令和元年
台風19号

令和元年
台風19号 令和元年

台風19号

２災害時における避難情報等の入手手段









通信設備の耐災害性の強化

① 都道府県庁、市役所又は町村役場をカバーする通信設備の予備電源については、
「少なくとも24時間にわたる停電対策に取り組む」

② 命を守る災害拠点病院をカバーする通信設備の予備電源については、
「少なくとも24時間にわたる停電対策に努める」

③ 大規模な災害時における重要な対策拠点となる都道府県庁や、駆けつけに時間が
かかる離島に所在する市町村役場をカバーする通信設備の予備電源については、
「少なくとも72時間にわたる停電対策に努める」

④ 事前準備が可能である台風等の災害の場合は、各通信事業者における応急復旧対
策として、
「移動電源車等の応急復旧資機材の事前配備や、運用に必要な人員の確保・配備
に積極的に取り組む」

令和元年房総半島台風等により発生した通信障害の主な発生原因が商用電源の長期停
電であったことを踏まえ、都道府県庁、市町村役場（全国約1,800箇所）をカバーする
通信設備等について、関係告示を見直し耐災害性を強化（令和２年６月）

６





情報伝達手段の多重化・多様化

出展：災害情報伝達手段の整備等に関する手引き（総務省消防庁）

 災害情報等を確実に住民に伝達するためには、ひとつの手段に頼らず、複数の情報
伝達手段を組み合わせること、ひとつひとつの情報伝達手段を強靱化することが重
要

 災害情報の伝達手段は、受け手の状況に応じた伝わりやすさ、伝達範囲（場所）、
伝達可能な情報量、耐災害性など、それぞれ特徴や地域の実情を踏まえ多重化・多
様化が必要

８








